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推測均衡と主観的数量制約
児玉俊介
l.序
Hahn (1978)および Negishi(197-1)により展開された推測均衡分析は，経済主体が，数量制約
7こもとづいて価絡変化を推測すれば，価格は観念的需要のタームでは市場を清算するようには動き
えず，不完全雇用均衡の成立することを示した。価格硬芭性ではなく伸縮的価格変化を前提とした
場合にも，不完全雇用均衡は成立するか，という論点は肯定的に解明された。
しかし彼等の分析においては，数量制約は Dreze(1975)と同様に外生的に与えられてし、た。そ
れゆえ，経済主体はマクロ的経済情況から数量制約をし、かに認識するのか，という点は等閑視され，
また，経済主体のマクロ経済に関する現状認識と推測均衡の性質との関連も，明示的には問われて
いなし、。さらに，経済主体の数量制約を越えて取り引きしようとする誘因もあいまいである。これ
らを考察するためには，数量制約を Benassy(1975)のように主観的な数量制約として捕えると同
時に，市場に比べて小さな経済主体は数量制約をいかに認識するのか，についても検討を加える必
要がある。
本論では，経済主体は，多数の調査機関から得た統計に基づいて総需要と総供給の采離幅，すな
わち GNPギャップの平均値を推定し，この推定値に応じて数量制約を主観的に予想する。これは，
企業などが政府系，民間系を問わず様々な調査機関の統計を利用して，マクロ的経済情況の正確な
把握に努める，という現象に対応する。そして伸縮的な価格変化を前提すれば，経済主体は，予想
した数量制約と自己の所望する取引との釆離幅，に応じた市場価格の変化を推測しつつ取引を決定
する。言芦離幅と推測された価格の関係を Hahnらは「推測関数」とよぶ。推測関数に関して Hahn
と同様な仮定を置くことにより，観念的需要のタームでは不均衡で、ある非ワルラシアン均衡，すな
わち不完全雇用均衡の存在を示しうる。 さらに， 経済主体の収集した統計は均しく GNPギャッ
プの小幅なことを示し，かつ，全ての経済主体もGNPギャップの平均値は小さいと先見的に予測
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しているならば，ワルラシアン均衡，すなわち完全雇用均衡が成立することも示しうる。
以下の構成は次のようである。 2節では，まず， GNPギャップと主観的な数量制約の関連が述
べられ，次に，調査機関の統計と，それを用いて経済主体はいかに GNPギャップの平均値を推定
するか，を定義する。また， I推測関数」を定義Lその性質を仮定する。 3節では，推測された価
格に基づいて決定される需要， I推測需要」と，そのタームでの均衡である「推測均衡」が定義さ
れ，非ワルラジアン推測均衡の存在定理が示される。さらにワルラシアン推測均衡の存在条件を検
討する。 4節は結語的覚え書きであり 5節は定理の証明にあてられる。
2. 推測均衡と主観的数量制約
経済には， η 人の経済主体と J種類の財が存在し，それぞれ i=l.…，nと j=l，…，1で区別さ
れる。各経済主体は，消費集合 Xi と Xi 上の選好だf の組 (X， ~i) により特徴付けられる。 X は
閉，凸で，下方に有界な RIの部分集合であり，とzはXi上の完全擬順序で，凸性，単調性，およ
び連続性を満たす。1) また，初期賦存量曲i=(ωil，...，州)ERIが与えられており，次の仮定を満た
す。
仮定 1:任意の iについて，X;DくくωiなXiOEXiが存在する。
ワノレラシアン均衡，すなわち狭義の均衡では，経済主体 iは，所与の価格 t=(九…，PI)Eム三
{tt:=.R+' I LJ;=l't;=l}および初期賦存量仙の下で，選好=云三iqにこ関する最大元である需要 Z沿i=(白x釘ねz江1， 
，川z抗ij，.い.….日'， X川x抗釘i心f
(r叫 io叩na冶凶必lり〉需要」と呼ふぶぶ>、。それゆえ予算制約対応 φi. ム→Xiを
φi(P)={XEX(P) ITx豆Pωi}
とすれば，観念的需要 x〆:ム→Xiは，
XiW(P)={XEφi Ix'~ ， x for V X'Eφ (P)} 
と定義される。
ところで不均衡下では， Clower (1965)が明かにしたように，経済主体は観念的需要を必ずしも
実現できず，市場の需給関係に応じて自己の取引に対する制約を認識し，それを考慮して取引を決
定せざるをえなし、。ゆえに，不均衡下の経済を検討しようとするならば，経済主体はいかにして取
引に対する制約を認識するか，を定式化しなければならなし、。本論では，各経済主体は総需要と総
供給の乗離幅 Y;三三ユムj-LJiωりに応じて，取引に対する「数量制約J(bi，Si)=((bi1，"'，bij，…， b心，
(Si1，…， Sij，…，sil))ER+'xR_'を主観的に予想するとしよう。なお，以下では，Y=(Y1• "'， Yj， …， Y1) 
を iGNPギャ γプ」と呼ぶ。 GNPギャップに基づいて数量制約をいかに予想するかに関l..-，
1) 選好の「凸性J;任意のOくt<lなtについて.x九>-Xiならば txl，+ (l-t)x，>-x，o 
選好の単調性;均三玉X1i. かつねチがるならば的〉向。
選好の連続性;任意のが，EX，について.(x，EX，1 ぬ;:5，x'，}および (X，EX;IX，と，x'，)は閉じている。
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次の仮定を置く。
仮定2: i(主観的〉数量制約Jbij: R→R+および Sリ:R→Rー は連続関数であり，次の性質を満
たす。ある正数ε>0と正数Kく∞が存在して，Yj>εならば，bij(・〉孟0かつ bij'くOであり，
Yjくsならぽ bij(・)=K。また， YJくsならば Sij(・〉壬0かっ Si/くOであり， Yj~三ε ならば
s.j(・)=-K。
仮定2では，第1に，いわゆる "shortside principle"の成立を仮定している。すなわち，超
過需要であれば需要{閣の経済主体だけが，超過供給であれば供給側の経済主体だけが，数量制約を
被ると予想する。しかし longsideに在るいかに楽観的な経済主体でも，無限に取引できるとは予
想しないであろう。それゆえ任意の iと任意のjについて bリ壬K，Sij>-Kと仮定しうる。第2に，
GNPギャップが大きくなるほど数量制約は制限的になる，すなわち自己の取引は実現し難くなる，
と経済主体は予想することを仮定している。なぜ、ならば，不況惑が強まれば企業は販売量の減少を
労働者は就業機会の減少を予想し，他方，景気が過熱化すれば企業は労働者獲得の困難を消費者は
商品購入の困難を予想する，と考えうるからで、ある。第3Vこ，小幅な景気変化は現実的には閑却視
され勝ちであるから， GNPギャップが小幅であれば数量制約は被らない，と経済主体は予想する
ことを仮定した。なお，(bi， Si)は各経済主体の主観的な数量制約であるから，必ずしも2];bi-L]iSi 
=0ではない。
さて，経済主体は数量制約を予想する際に GNPギャップとし、う集計値を必要とする。従来の
分析では，集計値はいかにして認識されるか，については明示的に考患されていなかった。例えば
Benassy (1975)においては，数量制約を知るためには他の全ての経済主体の「有効需要」を知ら
ねぽならなし、。あるいは， Green (1980)，伊藤 (1985)，および Svensson(1980)においては， i確
率的数量割り当て」を予測するには総有効供給ないし総有効需要を知らねばならない。しかし，市
場に比して小さな存在である経済主体が，し、かにして市場全体をカバーする情報，あるいは市場に
関する集計的な情報を認識しうるのであろうか。これらに対し Gale(1979)は，市場の有効需要に
関する統計に基づいて各経済主体は確率的数量割り当てを予測する，としている。そこで本論では，
GNPギャップに関する統計を基にして経済主体は GNPギャップの平均値を推定し，この推定値
に基づいて数量制約を予想するとしよう。
市場に表明される全経済主体の取引 (Xl 曲1，…，X1 向〉から，系統抽出法により m(<n)個の標
本 (x(l)-w(1)，.・，x(""-{l/'"つを抽出する。この標本抽出を連続関数 ¥0:Il"R'→Il"'R'で表わし， i標
本抽出法」とよぶ。標本から得られる GNPギャップの平均，
Y=fYW。ψ(X1，…，Xn)(dY) 
を「統計」とよぼう。ここで W:Il"'R'→m (R')は，標本値にYの標本分布μEm(Rつを対応させ
る関数であり， i標本分布予測」とよぶ。なおい1，'.， (uη〉は所与であるから，Yは，Wおよび?を
通じて，(Xl，…， Xn)の関数と捉えうる。
ところで，この統計は標本抽出法に依存しており，抽出される要素が異なれば値も異なる。それ
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ゆえひとつの統計のみで、数量制約を予想するのは望ましくなし、から，経済主体は多数の統計を収集
し改めて GNPギャップの平均値を推定するであろう。言い換えれば，多数の調査機関から得た統
計を基にして，マクロ的経済情況を把握しようとするのである。但し簡単化のために，調査機関は
経済企画庁のような経済外的な公共機関，あるいは民間のボランティアが運営するとし，統計は無
料で提供されるとする。
さて，経済にはk機関の調査機関が存在するとし，k=l，…，kで区別するとしよう。なお hく1z
とする。標本抽出法，標本分布予測，および統計は調査機関ごとに異なるから，それぞれ円，1Jf k， 
Yk と区別する。すると，GNPギャップの平均値に対する各経済主体の「先験的予測J，すなわち
先験的確率分布をレiE111(Rっとすれば，統計収集後の平均値Yiは，
Yi=E= (YI1'1，…，1'k)=SYlJi (YI1¥，…，1'k) (dY) 
と表わしうる。ところで，標本値が異なれば調査機関の標本分布も変化するから，統計量も異って
くる。また，得られる統計量が異なれば，経済主体の推定値も当然変化する。それゆえ Yiは，
(1'1，…. Yk)の関数，さらに各 Ykを通じて(X1，"'， Xn)の関数とみなしうる。以下では Yiを (X1.
・.Xn)の関数として表わす場合には Yi(X1.….Xη〉と表わす。 Yi(・〉の連続性を得るために，標
本分布予測れ，襟本分布伶，および条件付確率分布 lJi(YIY1，…，Yk)について，次の仮定を置く。
仮定3: 
(i)任意の hについて IJfkは連続関数であり，11 (Rうは tightである。
(i) 任意の iについて的 (YI…〉は各Ykに関して連続であり，lJi (・ IY1.'・"Yk)の族は tightで・
ある。
経済主体は，推定した GNPギャップの平均値を基にして数量制約を予想し，その制約下で需要
を決定し市場に表明する。価格硬直性を前提とする Dreze(1975)， Benassy (1975)らに従えば，
経済主体は価格変化を全く考慮することなく需要を決定しうる。しかし，価格の伸縮性を前提とす
れば， GNPギャップに応じて価格は変化しょうから，経済主体は価格変化をも考慮しつつ需要を
決定しなくてはならなし、。本論では， Hahn (1978)および Negishi(1974)に従って，予想した数
量制約内に取引が止まれば市場価格は不変であるが，数量制約を越えて取引を行えば市場価格は自
己にとり不利な方向に変化する，と経済主体は推測すると想定しよう。例えば，供給側の経済主体
は，不況という観察されたマグロ的経済情勢から，一定量までは現行価格で販売できるが，それを一
越えてさらに販売しようとすれば，市場の超過供給をさらに変化させ価格は低下せざるを得ない，
と考えるのである九すると「推測関数JCi: ムxR'+xRI→ムは，
C; (P.Xi-b;(・). Xi-Si(・))
と表わされ，次の性質を満たす。また仮定4の(i)および(ii)は，数学上の便宜から置かれている。
2) 伊藤(1985)，皆川1(1983)，および中込(1985)も指摘するように，経済主体の推測に関する以上の想定は論拠が薄弱
である。いかなる場合に妥当であるかが検討されねばならない。
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仮定4: 
(i) C，は t，xi-bj(・)，および Xi-S，(・〉に関して連続である。
(日) C， (p， xi-bi (長(Xl，…，Xi，…，Xn)，Xi-S， (Yi (Xl，…，Xi，…，Xn)) (X'ー ω，)はめに関して凸であ
る。
日 S，(・〉三三X，三玉b;(・〉ならば， c， (p， xi-bi (・)，あー あ〈・ ))=tである。
(i司 c，は x，-b，(・〉および Xi-S，(・〉の増加関数である。
(v) b;(・〉くXiならば C，(P，xi-bi(・)，X，-Si(・))(Xiー ω，)>t(X，ω，)であり，Si(・)>めならば
Ci(P， Xi-b;(・)， Xi-Si(・))(Xi一的〉くρ(X;一山，)である。
なお以下では，xi-bi (y，(・))および Xi-Si(Yi(・))は ?i(・〉と Xiの関数として捉えうるか
ら，推測関数を Ci(p， Yi(・)，X')と略述する。
さて，経済主体は，推測関数に基づいて価格変化を推測しつつ予算集合を決定する。そして，そ
の中で選好に関する最大元を選択しなくてはならなし、。ところで，市場に比して小さな存在である
経済主体 iは，需要を決定する際に他の経済主体jの需要を所与として捉えうる。それゆえ i以外
の全経済主体の需要を X(，)=(Xl，…，Xi-l， Xi+l，…，Xn) EIP削 Xj と示せば，Yi (Xl，…，Xπ〉は Yi(X(i)，X;)
と表わせ，推測関数はc， (p， Yi(X(i)， Xi)， Xi)と表わされる。従って，推測された価格に基づく予算
制約対応である「推測予算制約対応」 φ;:ムxIl片iXj→Xiは，
φf (P，X(i))={xEX;ICi (p， Yi (X(i)，X)X) (X ω;)壬Q}
と定義される。そして推測予算制約対応上で選択された需要を「推測需要Jxfとよべば，推測需要
l主，
xf (p， X(i) ={XEφf(p， X(i) I X':::)iX for V x'Eφ; (P，X(i))} 
と定義される。
3. 推測均衡とワルラシアン均衡
各調査機関の統計値れを与えれば，経済主体は，先験的予i則的〈・〉に基づいてGNPギャップ
の平均値を推定でき，それと推測関数Ci(.，.，.)により市場価格を推測しうる。そして推測され
た価格に基づいて，消費集合 Xiおよび選好話sに関して，初期賦存量的の下で推測需要を決定で
きた。ゆえに，これらの組
(Xi，;:三i，ωi，Ciく， ，・)，νi(・))
は，各経済主体の特性を表わしている。また調査機関は，標本抽出法と標本分布予測に基づいて統
計値を推計するから，それらの組くれく・)，仰〈・))で表わしうる。それゆえ， I経済JEは経済主体
の特性と調査機関の集合，
E=くXi，話i，ωi，C，(・，・，・)， νi(・)， くれく・)， ¥"k(・)))
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として表わされる。
経済Eの均衡を，各経済主体 iの需要の組 (X;)=(Xl，・H ・"， Xn) と，価格Pの組 ((X;)，p)により定
義しよう。まず「ワルラシアン均衡」を，観念的需要のタームで需給の一致している状態として定
義する。
定義1:経済 Eの「ワルラシアン均衡」とは，
2J，.x7*=2Jjωf 
を満たす ((X~*) ，Pりである。
ワノレラシアン均衡に対して，不均衡下での経済主体の行動に基づく均衡，すなわち推測需要の
タームで需給は一致しており，かつ，すべての経済主体は同ーの価格を推測している状態として
「推測均衡」を定める。
定義2:経済Eの「推測均衡」とは，以下の条件を満たす ((X%*)，p*)である。
(i) 2J;x;*=2J;的。
(日)任意の iについて，
C; (p， Y;(x(i)， xア)， x~*)=ρ*。
推測均衡に関して第 1に検討すべき論点は， ワルラシアン均衡以外の均衡，すなわち「非ワルラ
シアン均衡」として推測均衡は存在するかである。なぜなら非ワルラシアン均衡は不完全雇用均衡
に対応しており，また， ワノレラシアン均衡を狭義の均衡として捉えれば，不均衡とみなしうるから
である。
定義3: i非ワルラシアン」とは，Xiチx~な i が存在するような需要の組 (x;) である。
非ワルラシアン推測均衡について次の定理を主張しうる。なお証明は6節で与える。
定理:仮定1より仮定4の下で経済 Eには非ワルラシアン推測均衡が存在する。
定理は， GNPギャップの推定値に，換言すれば予測されるマグロ的経済情勢に経済主体が自己
の取引を対応させるために，非ワルラシアン均衡は成立することを示している。
第2に検討すべき論点は， ワノレラシアン推測均衡，すなわち完全雇用均衡としての推測均衡は存
在するか，また，いかなる情況下に成立するかである。これを考察するために，各調査機関の統計
と，各経済主体の GNPキ・ヤツフ.の平均値に関する先験的予測について，次の仮定を置く。
仮定5: 
(i) Y.は，相互に独立で，同ーの J 次元正規分布 N(M，r)に従う。ここで MER'は未知の
平均値ベクトルであり， rは既知の (1x 1)行の precision行列で・ある。
倒的は， δよ I三 (1，….1)'E三R'を平均値ベクトノレとする正規分布，すなわち N(o;I，ゆである。
ここで引は (1x1)行の precision行列であり対称で正定値とする。また 0;:玉10;1壬εであ
る。
仮定5は次のことを意味している。第1に，各調査機関の統計は相互に異った標本より推定され
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ており， また，それぞれ同程度の誤差を特定の偏りなく含んでいる， と経済主体はみなしている。
第2に，経済主体は， GNPギャップの平均値は小さいと先験的に予測している。仮定5よりワル
ラシアン均衡に関して次の命題を得る。
命題:仮定1より仮定5の下で，任意の jおよび任意の hについて，
アン推測均衡が成立する。
lykjl三εならばワルラシ
証明:仮定5および Degroot(Theorem 1，9.9，1970)より，yk収集後の Yiは，
Y;=(σ;+kr)-l(bふI+kry)
である。ここで Y=l/kLJ1=lYk。ゆえに命題の仮定より，任意の iおよび任意の jについて，
t-A I Y;jI亘毛「τァ =ε
Ujj-了 ~I j 
を得る。それゆえ仮定2より，任意の iに対して，Si(Y;)=-Kおよび b;(主)=Kが成立する。従
ってKの定義より，任意の i および任意の XiEXi について S;~玉X;三三b; となるから，仮定 4 ， Gil 
より，任意の iについて， C，(P， y;，・)=tが成立する。それゆえ各経済主体の推測予算制約は，任
意、の X(Oおよび任意の ρについて，
φ! (p，X(i))=φ;(p) 
となるから， Debreu (1959)より，仮定1の下で Eについてワルラシアン均衡が成立する。
命題1は次のことを示している。各経済主体は， GNPギャップの平均値は小さいと先験的に予
iJ!tlしており， しかも収集するすべての統計はその予測を裏付けるならば， ワノレラシアン均衡は成立
する。経済主体に関する観測を基にして統計は得られていたから，経済主体が平均的に小幅な
GNP ギャップを先験的に予測し， また， その子測に従って行動する場合に， ワルラシアン均衡は
推測均衡として成立するとも言えよう。
4. 結語的覚書
定理および命題の結果を総合すれば，次のように主張できょう。収集した統計に基づいて経済主
体が需要を決定するならば，経済主体のマクロ的経済情況に関する先験的予測と統計の内容に応じ
て，完全雇用均衡あるいは不完全雇用均衡は成立する。すなわち経済主体は平均的に小幅な GNP
ギャップを先験的に予測し，収集した統計もその予測を裏付けるのであれば，完全雇用均衡が成立
する。他方，すべての統計が大幅な GNPギャップを示しており，また，各経済主体が平均的に大
幅なGNPギャップを先験的に予測しているならば，非ワノレラシアン均衡が成立すると予測され
る』これは，均衡からの主主離が小さければ完全雇用均衡が成立し，大きければ成立しないという点
で， Leigonhufund (1981]の指摘した「回廊J(corridor)の存在を支持すると考えられる。
しかし以上の結論はかなり限定的であり，飛躍のあることを認めざるを得ない。なぜならば，第
ユに，完全雇用均衡が成立するためには，何人の経済主体が幾つの財市場に関して平均的に小幅な
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GNPギャップを先験的に予測していればよいのか， また，幾つの統計が幾つの財市場に関してそ
の予測を裏付けていればよいのか，を解明していなし、。第2に，完全雇用均衡価格下でも，なお不
完全雇用均衡が成立するか否かは不明である。第3に，各経済主体が，特定な先験的予測を抱くに
至る経緯は不明で、あり，また，調査機関の統計値と標本値との関連も不明である。第4に，完全雇
用均衡は経済主体の合理的行動の所産であるのか否かを問わねばならないが，そのためには，経済
主体の統計の収集および推定方法に何らかの規準を設けねばならなし、。最後に，経済外の仮構的主
体，あるいはボランティアとしての調査機関から，経済主体が統計を無料で入手しうるのは現実的
ではなL、。経済内の主体が有料で提供すると考えるべきであるが，このように考えたばあいには，
情報の生産と売買という新たな論点に直面する。以上の諸点については，一層の研究が必要であり，
今後の課題である。
5. 定理の証明
まず，定理の証明に必要な， φ;(p，xい))に関する次の補題を証明する。
補題 1:Xが非空，コンパクト，凸であり，かつ w?>min C;(po， Yμ~i)' X;)， X;) Xならば，
仮定2，3，および4の下で， φ;は (pO，X?i) ， w~) で連続である。
証明:仮定3，(i)の下で， Prohorovの定理より m(R')は相対コンパクトである。すると科，れ
の連続性より，(x;)"が (X;)。に収束するならば， μ;がμ;に弱収束する分布列 (μけが存在する。
ゆえに Portmanteauの定理より，(x;)に関して Y.は連続である3)0Ykの連続性と仮定3，(ii)よ
り，同様の理由で，Yiも(Xi)に関して連続である。すると仮定2および仮定4，(i)より
C;(P， xi-bi( Yi(X(i)，Xi))， ぁ-Si(Y(X(i)， Xi)) 
は， (P，X(i)，Xi)に関して連続となる。それゆえ φ;のグラフ
{(p，X(i)， 叩i，Xi)Eムxm訂 XjxRxXICi(p，Yi (X(i)，XふXi)Xi三W;}
は，ムxmキiXjXRXXにおいて閉じている。従って，Xiはコンパクトであるから， φ;は(p，X(i).
Xi)に関して上半連続。
次に φ;が， (PO，X?i)'WO)で下半連続であることを示す。なお本節の以下では，便宜上， Ci(P， y， 
(X(i)，XふXi)を Ci(P，X(i)， Xi)と略述する。
(pn ， X~) ， 叩~)→〈ρO， X~i)' 叩7)，かつ X?Eφf (pO， x?，巾却~)であるような点列 {(pn， X~) ， 吋)}Eム xflj剖
XjxRを考えよう。 x7→x?で，かつ任意の 1について，x7 E~f (pn， X(i)' ω~) であることを示せば，
所望の結論を得るo X?Eφ~ (pO， x~.巾 WO) より
C;(pO， X~i)' x~) x? ~三w?
3) Prohorovの定理および Portmanteauの定理については， Billingsley (1968)などを参，照せよ。
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であるから，次の2つの場合を考えうる。
a) Ci (pO， X~i)' X~) x?くω?。この場合，ある整数n'より大きな任意の nについて，Ci(pn， X(i). X~) 
x~ くw; 。ゆえに仮定 4. i)より φjは凸であるから，次の点列 {x?}を定めうる。
1三三?どならば，x~ は φ; (pn. x(i)' w~) の任意の点。
n>n'ならば，ェ;=x7。
{x?}は所望の性質を満たしている。
b) Ci (pO， x~i)， x7) x? =ω?。命題の仮定および φ.の凸性より.c. (p~， x~.巾 x~) x;くω?な X;EX
が存在する。ゆえに，ある整数 1どより大きな 1について
C. (pn， x(i)' xD x;くwt
であり，かっc.の連続性より
C i(pn. x(i). xDx;くC.(pn，x(i)・x7)x;。
そこで，x; と x; を結ぶ直線が， φ~ (pn， X{i)t w7)の境界と交わる点 Y"を考えよう。 φ;の凸性とc.
の連続性より，任意の n>n'について Y"は一意でありx9に収束する。ゆえに次のような点ダ止
か;'}を定めよう。
n三三がならば，x;z V土φ;(ρη， Z21， ω~) の任意の点。
11>がかつ y"E(x;， x?Jならば，x7=yn 0 
11>ダかつ y"Ei':(x;， x?Jならば，x;=x?。
ここで (x~ ，xDは x;とがを結ぶ線分を示す。
点列 {x;'}は所望の性質を満たしている。
従って.a)およびb)より， φ，(工 (pO， X~i). w?)で下半連続であり，前半の結論と合わせて補題を
得る。
さて，任意の fについて xiEX!であり2J!Xi二早川iならば，各経済主体の需要の組 (X;)=(Xl・
，ーXπ〉は「達成可能」であると定める。また，経済主体 fの需要が x;であるような達成可能なくXif
が存在するならば，めは「達成可能な需要」であると定める。経済 Eの達成可能な〈刈の集合A
について，次の補題を得る。
補題2:任意の iについて Xiが下方に有界であれば，Aは有界である。
証明:Debreu (1959， 5.4， (2) の証明とほぼ同様であるから省略する。
定理の証明:a)各 Xiは下方に有界であるから，補題2より，任意の iの達成可能な需要の集合
X;は有界である。それゆえ，すべての Xiを内部に含む，R'のOを中心とした閉立方体Hを選ぴ?
f(;三 XnH
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を定める。また，各Xi:をX，に置き換えて，経済 Eより経済Eを得られる。なお以下では，Xiを
X，に置き換えて定義した関数についても，八を付する。さて，(X~*) を Eの推測均衡とすれば， (X;*) 
はEについて達成可能であるから，X?EX，。それゆえ，X，CX，より (X;*)はEの推測均衡でも
ある。従って，まずEの均衡存在を検討しよう。
b) X，はコ γパクト，凸であり，選好の連続性，凸性，および単調性を満たす。また，不等式
2J;X?~~，的より，経済主体 1 が x? を消費する(叫が， E で達成可能ならば E でも達成可能。ゆ
えに，任意の iについて X1EX，0 
他方，選好の連続性および凸性から， Debreu (1959，4. 6.， (1) より，選好;:$， ~ど表わす，連続で
擬国な効用関数 Uiが存在する。それゆえ経済主体 iは，価格 tEL1と他の経済主体の需要 X(i)E
flj年'Xjを所与として，推測予算対応o:(p ， X (i)) 上で効用関数 tんを極大化する推測需要 x~ を決
定する。ここで X1E三X，より，任意の Pについてo:(P. X(i))ヲ斗であり，また仮定4.i)より凸で
ある。さらに仮定 1 より x1~ 俄であるから，任意の (P.X(i)) について
Ci(P.X(i)， X~) x;くCi(P ， X(i)， X~) ωJ 。
ゆえに補題1により， <Tfは (P.XUl)について連続である。
さらに，価格を変化させる仮構的経済主体である競売人の効用関数を，
v (P. (ゆ)=þ(~iX:-~iω，)
と定めよう。すなわち，超過需要額をできる限り高めるように価格は変化する九
経済主体に関する以上の事柄より，Eは Debreu(1982， Theorem 3)の条件を満たしており，
均衡点 ((X;勺.p*)が存在する。
次に ((X;*)，p*)はEの推測均衡であることを，確認しよう。
c) 任意の iについて， z;*は集合o;(p*.x(iP上で効用関数 1んを極大化している。すなわち，
φ: (p*， X(わの話g に関する最大元である。ゆえに任意の iについて，
C;(p*， x(0' X:*) (x;*-w，)三至。
であるが，選好の単調性より，
C， CP*.x(0'x;勺 (X;*ー ω，)=00 (1) 
iについて総和をとれば，
~iC; C P*， x(0. x;*) (x;*一例)=00 (2) 
4) 競売人の想定は不均衡分析と抵触する，という主張が頻繁にみうけちれる。例えば伊藤(1985)，皆)1 (1983)，中込
(1985)など。しかし拙稿(1987)で指摘したように，市場組織を体現する仮構的経済主体としての競売人は不均衡分析
においても不可欠である。
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ここで，C;j (p*.x1i;.x~*)=o であるような . zおよびj:が存在するとせよ。選好の単調性よりzr
→∞。すると仮定2より，x;j>K=maxbijが成立するから，仮定4. iv)よりー Cij(P*. x1;). xf*)> 
o。これは矛盾。ゆえに任意の iについて， C; (p*， x(;)， x~勺 ~O である。
それゆえ(2)式より，
2JiX~* = 2Jiωi 0 (3) 
従って，(x~*) は E について，それゆえ Eについて達成可能であり，すべてのが*は H の内点と
なる。
d) xアは， ::5;に関する φ; (P*. x(わの最大元ではないとせよ。すると，x~>-jX~* であるよう
な x~εφ: (p*.xゆが，存在することになる。そこで， 0くtく1な実数 tについて.Xi(t)三(l-t)Xア
+ tx;を考えよう。仮定4，i)より，任意の tについて，x，(t)三φ;(p*， x(わであり，選好の凸性
より Xi(t)>-iX;*で、ある。 t→0とすれば.c) より x~ペヱ H の内点であるから . xi(t)Ell。ゆえに，Xi 
(t)EO; (p*.x討)=Hnφ，(p*.x市〉となるから， X7 はだz に関する ø~ (P*. xiわの最大元ではないc，
これは矛盾。
e) 均衡点において，経済主体 iについては，
5i (主(x(;j.xf*))三伊豆bi(J.号令市.xア))三btくz;*，
であり i以外のすべての経済主体jについては，
sf三z;*三玉bf
であるとしよう。すると，仮定4，めより.iについては，Ci (P*. X(~.xア)>P* が成立する。ゆえ
に Ci(p*，X1ふり*)(X~*一的)>P*(xアー叫)0(1)式より，これは O>P*(XJ*一ωi)となるから，
P*X;*くfωiO (4) 
他方，仮定4，ii)より i以外の jについては.Cj (P*.x(jj.xj*)=P*。ゆえに(1)式より i以外
のjについて
Cj (p*.x{J'j.x?) (x;キ一山J)=O=ρ*(xj*ー 臼j)o (5) 
ところで(3)式より
P*2JiX;* = P*2Jiω" 
P*(xf*+… +x~主+X~!l+…十x~*) + P*x;* = P* (ω1十・・・+ωi+l十…ωn)+ρ*ω"
であるから. (5)式より P*X;*=ρ*U)j を得る。これは(4)式と矛盾。ゆえに，i についても 51豆x~*壬
b1。
x~* 三三伊豆町の場合にも，同様の結果を示しうるから，均衡点においては，任意の i について，
s7三xf*豆b1。それゆえ，仮定4，ii)より，任意の iについて，
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'Ci (p*， xli)， x;ネ)=p*。
従って， C)， d)， e)の結果より，(p*， (x1*))は Eの推測均衡である。
f) p*チF であれば，2JiX;'(P*)手2Ji叫。ゆえに2JiT*X;" (P*)手2JiP*W;0 他方 Ci(p*，X(i}，X;*) 
=ρ*であるから，2JiP*X~* = 2JiP*砂 '0ゆえに 2Jiρ*(xf(p*)-:<*)チ0。従って， Ci (p*， X(i)， x;*) = 
ρ*}>Oより，X;"(p*)手匂;*な iが存在するから，(P*パX;*))は非ワルラシアン均衡である。
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